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原価主義会計の理論的特徴と現代的意義の再検討

一原価即事実説における原価の規範的含意をめぐって一

1.は じめ に

d

改 めて指摘 す るまで もな く、A.C.:Littletonは 、「徹底 した原価 主義者 の代 表」(青 柳

[1962】214頁)と して今 日広 く知 られている。原価主義 に関するその学説を抜 きに して、

A.C.:Littletonの 会計理論は語 りえないといっても決 して過 言ではなかろう。すなわち、こ

の意味で、原価主義会計論は、A.C.:Littletonの 会計理論 を特徴づける最も重要な要素 とな

っているのである。

しか し、 これ もまた改めて指摘するまでもな く、原価主義会 計がどの ような会計かにっ

いては依然 として多種多様な解釈 が存在 し、その体系や機能 をめ ぐって現在なお多 くの理

論研究が続け られている(た とえば森 田[1992】;山 形[1997];田 中[1998】)。Ijiri[1967】によ

れば、慣習的会計 たる原価主義会計は 「多 くの異なった基準や慣行の集 ま りであ り、 それ

らはある場合 には互いに矛盾 し合っている 〔…ために、〕それ らをすべて一貫 した論理で説

明することは不可能である」(p.88)と される。原価主義会計の本質探求が現在 に到 るもな

お、古 くて新 しい会計 トピックであ り続 けているのは、主 としてかか る事情によるもので

あろう。

本章では、ご く大ざっぱに、「原始記録を基礎に して成果計算 と財産計算 を有機 的に完成

させる会計」を原価主義会計 としたうえで、 このような会計の合理性 を説明する論拠 の相

違 に着 目 し、原価主義会計論の類型化を試みる。かか る類型化 をとお して、A.C.Littleton

の原価主義会計論の理論的特徴 と現代 的意義 を改めて考えてみたい と思 う。

S

2.原 価 主義会計論の2つ の潮流

新井[1978]に よれば、原価主義会計の合理的説明を試みた学説には、大 きく2つ の潮流が

存在するとされる。第1は 、原始記録(=原 価cost)が 会計計算の基礎 として意味を持つ

のは、それが取引財貨の価値 を表 しているか らであるとする考え方である。第2は 、原始

記録が会計計算の基礎 と して意味 を持つの は、それが過去の確定 した取引事実を表 してい
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るか らである とする考 え方である。新井[1978]は 、前者 を 「原価即価値説」 と呼び、後者を

「原価即事実説」と呼んでいる。そ して、原価即価値説の代表的な提唱者 としてW.A.Paton

を、原価即事実説の代表的な提唱者 としてA.C.Littletonを 、それぞれあげている(344・345

頁)。

W.A.PatonとA.C.Littletonは 、「米国の大恐慌期(theGreatDepression)に あって原価主

義会計を理論化」(村 田[1997]57頁)す ると同時 に、「実現主義 と費用収益対応原則 を理論

的に根拠づけた」(岡部[1996】952頁)不 朽の名著 として知 られ るPatonandLittleton[1940】

の共著者であるが、その依 って立つ原価主義会計の説明原理には、 じつは、以上 にみるよ

うな相違が存在 したのである。両者の学説上のかかる好対照は原価主義会計論の本質 を洞

察するうえで格好の素材 となるので、以下zは 、PatonandLittleton【1940)tiこ 到るまでの彼

らの代表的著作 によ りなが ら、本章での検討 に必要な範囲内で ご く簡単 に、 その相違 を浮

き彫 りに してお きたい と思 う。

Paton[1922]に よれば、会計人は、「原初記入を行 うさいに、原価は当該時点の価値 を表

すもの と仮定 している」(p.489)と される。すなわち、「原価は、財貨が購入され、製造 さ

れ、あるいは取得 された時点 において、確定 した唯一の識別可能な事実」(p .489)で あ り、

「入手 された資産の原初価値は 〔…〕その原価 に等 しい と仮定 される」(p .489)の で、「当

該 資産勘定 にその原価額 を付 す る こ とは、 いずれ の場合 におい て も まった く合理 的」

(p.489)な 手続 きとなるのである。WA.Paton[1922】 は、土掲 の仮定 を、「原価即価値 の仮

定」(cost・gives-valueassumption)と 呼んでいる(p.490)。

これ に対 して、:Littleton[1929】によれば、「会計がかかわるのは、事実すなわち 『価格』

だけである」(p.150)と される。「原価価格」(costprice)は 、r確 定 した事実であ り、支出

額であ り、完結 した取引 を表す もの」(p.151)で ある。そ して、利益計算を実施 するさい

に、「〔原価価格 の発生原 因となった過去の〕事実が忘れ去 られることのない ように、〔会計

人は〕原価価格 を 『暫定 的』に記録 してお くことが必要」(p.151)と なる。つま り、「記録

は、価値 を表示す ることを 目的 としているのではな く、原価や支出額 な どの、いわゆる未

決項 目(iteminsuspense)を 明 らかにすることを 目的と している」(p .151)の である。「心理

的な 〔価値 の〕見積 りは、それが企業家 にとって どんなに重要 なことであっても、会計そ

れ 自体が持つ表現能力 を超えている」(P.150)の である。

ちなみに、わが国における先行文献の うち、原価即価値説に立つ代表的文献 として黒澤

[1958]お よび武田[2001]を 、原価即事実説に立つ代表的文献 として井尻[1968】お よび新井

[1982】を、それぞれあげることがで きる。

3.2つ の潮流 の融合と乖離

前節での検討か ら明 らかな よう.に、原価即価値説は、原価=価 値 とい う仮定 が成 立する
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と きにのみ 原価 主 義会 計 の説 明原 理 とな りうる学 説で あ り、 した が って また そ の と きにか

ぎ って 、 そ れ は 原 価 即 事 実 説 と融 合 可 能 な 学 説 とな る。WA.Patonの 原 価 即 価 値 説 と

A.C.Littletonの 原 価 即 事実 説 の融 合 の端 緒 を示 す興 味深 い 記述 を、Littleton[19291p.154

に見 い だす こ とがで きる1。A.C.:Littletonは 、会 計の機 能 が、 事実 の 「記録 」 に あ り、 「評

価」 には ない ことを力説 したあ とで、Paton[1929】 を引用 しつつ 自説 を以下 の ように要 約 し

て い る。

Fromeverystandpointotherthancreditgranting,thefunctionofaccounting

wouldseemtobe"toregisterallvalues[prices.]comingintotheparticularbusiness,

tofollowtheircoursewithintheenterprise,andtonotetheirfinaldisappearance

fromthebusiness"(Paton-AccountingTheory,p.6).

信 用 供 与 以 外 の あ らゆ る 観 点 か らみ て 、 会 計 の 機 能 は 、 「特 定 の 企 業 に 流 入 した す べ

て の 価 値[価 格?]を 記 録 し、 当 該 企 業 の 内 部 に お け る そ の 流 れ を追 跡 し、 そ して 当

該 企 業 か らの そ の 最 終 的 な 流 出 を 明 らか に す る こ と」(Paton-AccountingTheory;p.6)

に あ る とい え るで あ ろ う 。

(注)イ タ リ ッ ク体 お よ び 太 字 に よ る 強 調 は 引 用 者 に よ る 。

こ こで注 目され るべ きは、Paton[1929]の 原 文 では"values"と な って い る部 分 に、

A.C.:Littletonが カ ッコ書 きで"prices?"と いう語を挿入 しているこ とであ る。すなわ ち、

Paton[1929】 の上記引用 にみる会計機能に関する記述 は、A.C.:Littletonに とって、「価値」

を 「価格」(:Littleton【1929】1こおける正確な用語法 にしたがえば 「原価価格」2)に 置 き換 え

るだけで、自説の要約 とな しうるものであった ということである。逆にいえぱ、Paton[1929】

の上 記 引 用 にみ る会 計機 能 に関 す る記 述 を 自説 の要 約 と して援 用 す るた め に は、

A.C.:Littletonは 、原文 における 「価値」 を 「価格」に置 き換える必要があったとい うこと

でもある。「確定 した事実」である 「原価価格」の継続 的かつ組織的な記録 にもとついて 「配

当可能利益」(profitsavailablefordividends)を 誘導的に決定することを会計の主要な役割

とみなす:Littleton[1929】の主張に照 らせぱ、それは容易に理解 しうる ところであろう。

しか し、Paton[19291で 示 された会計理論の本 旨か らすれば、上記引用にみ る 「価値 」を

「価格」に置 き換 えることは必ず しも適切な こととはいえない。とい うのは、Paton【1929】

は、会計の役割を、原価記録にもとつ く配当可能利益の誘導的決定 にではな く、「経営方針

の設定」や 「経営判断」への貢献 に求めたうえで、上記引用 にみるような会計機能の定式

化を行っているか らである(pp.6・10)。それは、PatonandLittleton[1940】 で提示されるこ

とになる 「原価凝着」(costsattach)(pp.13-14)の 議論 につながるものであろう。原価凝着

理論は、原価 に体現された価値の財貨間移転を擬制する学説である。それは、原価即価値

の仮定が成立するか ぎりにおいて原価主義会計の説明原理 とな るが、原価即価値 の仮定 が

成立基盤を失った場合 には容易 に時価主義に向か う可能性 を秘めた学説である。W.A.Paton
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の原価即価値説の本質は、 こうした文脈 において理解 され るべ きものであろ う。事実、周

知 の ご と く、 第 二 次 大 戦 後 の 物 価 高 騰 期 を経 験 したWA .Patonは 、Patonand

Littleton[1940】で見せた原価主義擁護 の立場 を放棄 し、時価 主義指 向を漸次強めていったの

である。すなわち、原価即価値の仮定 が成立 しな くなった とき、原価 主義会計論における2

つの潮流は急速に乖離 してい くことになるのである3。

4.原 価即事実説における原価の規範的含意

前節での検討か ら理解 されるように、原価即価値説は、原価即価値 の仮定が成立す るか

ぎ りにおいて原価主義会計の説明原理 となるにす ぎない。原価即価値 の仮定 がその成立基

盤を失 った場合、それは原価主義会計の説明原理 としての機能 を喪失す るこ とになるばか

りか、あるべ き会計 としてはむ しろ時価会計を指向 してい くことにさえなる。 これ に対 し

て、原価即事実説は、過去の事実 たる原価の確定性に着 目 した学説であ り、原価即価値 の

仮定が成立するか否かにかかわ らず原価主義会計の説 明原理 とな りうる。 したがって、原

価 主義会計の説明原理 と しては、原価即事実説の方が、原価即価値説 よりもはるかに堅牢

といえるであろう。すなわち、 この点に、A.C.Littletonの 原価主義会計論=原 価即事実説

の(と りわけ原価即価値説 と比較 した場合の)理 論的特徴 を見 いだす ことができるのであ

る。A.C.:Littletonが 「徹底 した原価主義者」(青 柳[1962】214頁)と 称され るのは、主 とし

て彼 の学説の こう した理論的特徴 に負 うものであろう。

ところが・ここで・われわれは1つ の新 たな問題 に突き当たることになる。それは、原

価即事実説 の論理 を支える過去の事実たる原価 が、 どのような規範 的含意を有 してい るか

とい う問題である。それがたんなる 「過去 の事実」 というだけで、何 ら規範的含意 を有 し

ないのであれば、原価即事実説は形式論理のみか らなる空疎な学説 となって しまうであろ

う。

この問題 を考 える うえで示唆的なのは、「仕掛品や完成 品の記録 は、 回収可能支 出額

(recoverableoutlay)の 記録であ る」(Littleton[1929]pp.151・152)と いう指摘である。さ ら『に、

同様の理論的含意を有 したもの として、「製造 された財貨は、購入された財貨 と同様 に、最

終 的な払い 出 しまで未決(insuspense)の ま ま待機 してい る 〔…〕一種 の投 資で ある」

(:Littleton[1929]p.152)と いう指摘 も注 目される。

企業 が財貨 を取得するのは当該財貨の利用(製 造加工 ・販売 を含む)に よって収益(価

値)を 獲得 するためであるが、そのさい当 該財貨の取得対価 たる原価は収益 によって回収

されるべ き投資額(期 待最低 回収額)を 表 しているのである。企業経営者が財貨 を取得 す'

るのは、将来収益 によるこう した原価 回収が期待され るか らであって、 かかる期待 を形成

しえない場合 には、企業経営者は 当該財貨の取得 を見合わせるであろ う。 しか し、 いった

ん取引を実施 したな らば、企業経営者は当該取引にともなう取得対価 の回収責任 を負 うこ

`
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とになる。 これが、取引の本質である。つま り、取引は、企業経営者 の期待 の責任 ある表

明を意味 しているのである4。

そ して・原価記録が取引実施後 も維持 される⑱は、原価回収 にかかわ る取引時点の期待

がその後 も企業経営者によって維持されているか らである。いいかえると、企業経営者は

取引時点の期待にも とついて後続期 間の原価回収計算=成 果計算 を実施 し続 けているとい

うことである。取 引時点 の期待 を覆 すような不測 の事態が生 じないかぎ り、 当該期待 は基

本的に維持 されることになる。すなわち、この点 に、原価即事実説 における原価 の規範 的

含意を見だすことができるのである。つ まり、原価が会計記録 において維持 されるのは、

それが後続期間の成果計算の基礎 として利用されるか らであって、 たんに 「過去の事実」

だか らとい うわけでは決 してないのである。上掲のLittleton[1929]に みる 「回収可能支出

額」や 「未決のまま待機 している 〔…〕ゴ種の投資」 といった表現の理論的含意は、以上

の ように解釈 されるべ きであろう。

以上 にみ るような原価即事実説 における原価概念は、棚卸資産の評価や有形 固定資産の

減価償却5と いった伝統的会計実務は もちろん、長期性資産お よび無形資産の減損会計6の よ

うな新 しい会計実務 の計算構造をよ り深 く理解す.るうえで、 きわめて有用な手がか りを提

供 するもの となっている。A.C.:Littletonの 原価主義会計論の現代 的意義は、当該学説にお

ける原価の規範的含意 を明 らかにす るこ とによって、 さらにいっそ う的確かっ新鮮 に捉え

ることがで きるのである。

5,む す び

以上によって、原価主義会計の合理性を説明する論拠の相違に着目して原価主義会計論

の類型化を行い・その作業をつうじてA.C.Littletonの 原価主義会計論の理論的特徴と現代

的意義を改めて考えるという本章の課題はおおむね達成されたものと思われる。

会計基準の国際的調和化や会計制度改革の大規模な進展のもとで時価会計の導入問題が

世上広 く喧伝されているが、支配的会計実務の基本的枠組みが現在なお依然として原価主

義であうことに何ら変わりはなL、。こうした現実を直視するならば、原価主義を徹底して

擁 護 したA.C.:Littletonの 会 計 理論 は む しろ今 日、ます ます その輝 き を増 して い る とさえ い

うこ とが で きる。A.C.:Littletonの 会計 理 論か らわれ わ れが学 ぶべ き こ とは、依 然 と して尽

きな いの であ る。
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